
2013年度夏季の電力需給対策について

平 成 25年 4月 26日
電力需給に関する検討会合

はじめ1司

東日本大震災から2年を経て、電力需給の状況は改善しつつある。しかし、ほ

とんどの原子力発電所が停止する中で、火力発電所の定期検査の繰り延べや

過負荷運転の実施、長期停止火力の再稼働、緊急設置電源の設置といつた緊

急避難的な対策や国民各層の節電努力などに大きく依存してきた。

このような中、2013年度(平成 25年度)夏季の電力需給見通しについて、経

済産業省の総合資源エネルギー調査会総合部会の下に設置した「電力需給検

証小委員会」において、2013年 3月 22日 から4月 23日 までの合計 4回にわた

り、第二者の専門家による検証を行つた。

現在、我が国は緊急経済対策をはじめとする経済再生に向けた様々な取組を

行い、生産や消費など経済動向に明るい兆しが出始めているところ、国民生活

及び経済活動への影響を極力回避しつつ、電力需給検証小委員会の検証結果

を踏まえて、2013年度夏季の電力需給対策を決定する。

1.2013年度夏季の電力需給見通

2013年度夏季の電力需給は、2010年度夏季並の猛暑となるリスクや直近の

経済成長の伸び、企業や家庭における節電の定着などを織り込んだ上で、いず

れの電力管内でも電力の安定供給に最低限必要な予備率 3%以上を確保できる

見通しである。

他方、9電力管内 (北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、関西電力、

北陸電力、中国電力t四国電力及び九州電力)において、大規模な電源脱落等
が発生した場合には電力需給がひつ迫する可能性※もあり、引き続き予断を許さ

ない状況である。

<2013年 8月 の電力需給見通し>
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※仮に、中部及び西日本において、2013年度夏季ピーク時に過去 5年間で最大級の電源脱

落 (▲ 644万 kW)が生じた場合、随時調整契約の発動及び周波数変換装置 (FC)を通じた

東日本からの融通を行つても、中部及び西日本の予備率は 2.1%となる。

。2013年度夏季の電力需給対策の基本的考え

2013年度夏季の電力需給対策を行うに当たつての基本的考え方を以下に示

す。

① 2013年度夏季の需給見通しは、国民各層による節電の定着を前提として

いる。そのため、この定着分について確実な節電の実施を図る。

② その際、国民生活、経済活動等への影響を極力回避する。

③ 大規模な電源脱落等により、万が一、電力需給がひつ迫する場合への備

えとして、需給両面での対策を講じる。

2013年度夏季の需給対

2.を踏まえ、9電力管内について、以下の需給対策を行う

(1)節電要請(数値目標を設けない)

①現在定着している節電の取組が、国民生活、経済活動等への影響を極力

回避した無理のない形で、確実に行われるよう、節電を要請する。但し、

具体的な数値目標は設けない。節電要請にあたつては、被災地、高齢者

や乳幼児等の弱者、熱中症等への健康被害に対して、配慮を行う。

※2013年度夏季の各電力会社管内における定着節電は、2010年度最大電力比で
以下の数値を見込んでいる。これらは節電を行うに当たつての目安となる。

北海道電力管内  ▲6.3% 東北電力管内 ▲3.8% 東京電力管内 ▲10.5%

中部電力管内  ▲4.0% 関西電力管内 ▲8.7% 北陸電力管内 ▲4.0%

中国電力管内  ▲3.6% 四国電力管内  ▲5.2% 九州電力管内  ▲8.5%

②節電要請期間・時間
2013年 7月 1日 (月 )から2013年 9月 30日 (月 )までの平日(ただし、8月

13日 (火 )から15日 (木 )までを除く)の 9ЮOから2000までの時間帯とす

る。

③政府は、需要家の節電を促進するため、事業者及び家庭向けに具体的な

節電メニューを提示する。併せて、電力会社は、電力需給状況や予想電
力需要についての情報提供等を積極的に行う。



(2)需給ひつ迫への備え

大規模な電源脱落等により、万が一、電力需給がひつ追する場合への備えと

して、以下の対策を行う。

① 電力会社は、発電所等の、計画外停止のリスクを最小化するため、発電

設備等の保守・保全を強化する。

② 電力会社は、電力需給のひつ迫が予想される場合に、自家発事業者から

の追加的な電力購入を行えるよう準備する。政府は、自家発電の活用を

図るため、設備の増強や余剰電力の電力会社への売電を行う事業者に

対して、設備や燃料費の補助による支援を行う。

③ 卸電力取引所において、幅広い供給者が取引所に参加することで広域的

かつ機動的な電力調達が可能となるような新たな仕組みを整備する。

④ 電力会社は、随時調整契約等の積み増し、アグリゲニター※1やネガワット

取引※2の活用その他のディマンドリスポンス等、需要面での取組の促進

を図る。

⑤ 上記の対策にもかかわらず、電力需給のひつ迫が予想される場合には、

政府は、「需給ひつ迫警報」や「緊急速報メール」を発出し、一層の節電を

要請する。

※1:アグリゲーターは、事前に契約している複数の需要家の電力需要を一括して制御し、遠

隔操作や手動制御によつて空調、照明などの需要を削減する。

※2:需要家による節電量を供給量と見立て(ネガワット)、 需給ひつ迫が想定される場合に、

需要サイドの負荷抑制による節電分を入札等により確保する仕組み。
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